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１ 募集の趣旨 

 

稲城市（以下「市」という。）では、「稲城市地域包括ケア計画（稲城市高齢者福祉

計画（第４次）・稲城市介護保険事業計画（第９期））」に基づき、高齢者が要介護状

態になっても、可能な限り住み慣れた地域や自宅で自立して暮らし続けることができる

よう、日常生活圏域ごとに地域密着型サービスを計画的に整備しています。 

本募集は、この計画に基づき地域密着型サービスを提供する事業所の整備を図るため

実施するものです。 

 

２ 募集する事業所 

 

サービスの種類 規格 募集する圏域・地区 募集数 

認知症対応型共同生活介護 

（認知症高齢者グループホーム） 

２ユニット 

（定員１８名） 

第２圏域（押立・矢野口）も

しくは第４圏域（向陽台・長

峰・若葉台）（※） 

１施設 

※既存の認知症高齢者グループホームとの立地バランス等も選考の際に評価の対象となります。 

 

３ 整備及び開設の時期 

 

 原則として、令和８年度中にサービスの提供を開始すること。ただし、市がやむを得

ない理由があると認めた場合にはこの限りではない。 

 

４ 応募資格 

 

運営事業者は、次の（１）及び（２）の要件を全て満たすことが必要です。複数の事

業者が共同で申し込むことはできません。 

 

（１）次のアからクまでのいずれかに該当すること。 

ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

イ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９条に規定する医療法人 

ウ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条に規定する特定非営利活動

法人 

エ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に規定す

る一般社団法人及び一般財団法人（公益社団法人及び公益財団法人を含む。） 

オ 農業協同組合法（昭和２２年法律第１３２号）に規定する農業協同組合及び農業協

同組合連合会並びに消費生活協同組合法（昭和２３年法律第２００号）に規定する消

費生活協同組合及び消費生活協同組合連合会 

カ 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社 

キ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）第３条第４号に規定する企業

組合 
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ク その他法人格を有するもの 

 

（２）次のアからエまでを全て満たす者であること。 

ア １年以上の介護保険サービス事業を実施していること又はそれと同等以上の能力を

有することが認められること。 

イ 介護保険サービス事業について、過去３年以内に都道府県及び市区町村が行った指

導結果等において重大な指摘を受けていないこと。 

ウ 過去３か年継続して決算状況が営業活動において赤字でないこと及び債務超過の状

態でないこと。ただし、一時的な事由による赤字の場合は、この限りではない。 

エ 運営事業者が介護保険法に定める地域密着型サービス事業者及び地域密着型介護予

防サービス事業者に指定され、又は指定される見込みがあること。 

 

５ 応募条件 

 

応募するに当たっては、国及び東京都の補助金を活用し、整備することとします。東

京都の認知症高齢者グループホーム整備促進事業実施要綱、認知症高齢者グループホー

ム整備促進事業補助要綱、東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業補助金交付

要綱及び東京都介護施設等の施設開設準備経費等支援事業実施要領の定めを遵守して

ください（※）。各補助金の活用ができない場合には応募することはできません。また、

各補助金の活用にあたっては、それぞれの要綱等に補助条件等が定められています。 

※それぞれの要綱、要領等について公募時は令和７年度に有効なもの、整備時は令和８

年度に有効なもの（やむを得ない理由により整備が令和９年度までかかった場合には令

和９年度中の整備については令和９年度に有効なもの）をよく読み、遵守してください。 

 

（１） 利用者の費用負担について 

できる限り低廉な価格とすること。 

 

（２） 市民利用の原則 

地域密着型サービス事業所の利用者は原則として稲城市民のみとなります。 

 

（３） 施設整備の基準 

施設整備に当たっては、消防法、建築基準法、都市計画法、東京都福祉のまちづくり

条例、稲城市宅地開発等指導要綱のほか、国、東京都及び稲城市の関係法令等の利用制

限や規制など施設整備に支障がないことを確認するとともに、これらの関係法令等を遵

守し、より水準の高い施設整備に努めること。 

 

（４）運営の基準 

介護保険法（平成９年法律第１２３号）、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）、

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）等関係法令のほか、指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号）及び指
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定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３６号）、稲城市介護保険条例（平成１１年稲城市条例第８号）、稲城市

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める規則（平成

１８年稲城市規則第２１号）、稲城市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、

設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準を定める規則（平成２４年稲城市規則第３０号）で定めるそ

れぞれの基準を満たし、介護保険法上の指定事業者として適切な事業運営を行うこと。 

 

６ 応募手続 

 

（１）申込連絡票の提出期間・提出場所 

 本募集への申込を希望する事業者は、まず申込連絡票を提出してください。  

書類名 提出期間 提出場所 

申込連絡票 

令和７年６月16日（月） 

～ 

令和７年８月15日（金） 

〒206-8601 

稲城市東長沼2111番地 

福祉部高齢福祉課高齢福祉係 

電話042-378-2111（内線222） 

Fax042-378-5677 

※ 郵送による書類の受付はいたしませんので、あらかじめ電話予約の上、御持参くだ

さい。 

 

（２）応募申請書類について 

上記（１）の申込連絡票の提出後に、すみやかに応募申請書類を提出してください。

提出の最終〆切は令和７年８月29日（金）です。 

なお、オーナー創設型・オーナー改修型についても、運営事業主の方がオーナーに関

する書類を取りまとめて提出してください。 

 

※ 郵送による書類の受付はいたしませんので、あらかじめ電話予約の上、御持参くだ

さい。 

 

（３） 提出書類一覧 

提出書類一覧のとおりです。 

様式は、提出いただいた申込連絡票に記載されたアドレスにメール送付します。 

 

（４）提出部数 

正本１部及び副本５部。なお、副本５部については、匿名性を確保するため、参加申込

事業者の名称、所在地、代表者名、ロゴマーク等について、マスキング（匿名化）処理を

施してください。 
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※ 稲城市様式（電子データ）については、メールでも併せて提出してください。メー

ルでの提出が難しい場合にはファイル交換サービスの使用も可能としますが、その

場合には事前にご相談ください。 

メール：koureifukushi@city.inagi.lg.jp 

 

（５）作成上の注意 

① A4判縦を原則とし、左綴じにして提出してください。正本、副本の記載内容が異

ならないようご注意ください。なお、副本は正本の写しとしてください。  

② 図面はA3判とし、A4サイズに折り込むこと。他の書類でやむを得ずA3判となるも

のもA4サイズに折り込んでください。  

③ 全体の目次をつけてください。  

④ 可能な限り両面印刷にしてください。  

⑤ 提出書類一覧の番号順に仕切紙（白紙の用紙）をつけ、各仕切紙に番号と文字表

記のインデックスを付けてください。（番号のみの表示は不可。番号と文字表記

は「提出書類一覧」の「提出資料名」としてください。）  

⑥ 必ず1冊のバインダーに綴ってください。バインダーの表紙、背表紙に次のことを

記載してください。  

「地域密着型サービス事業者応募申請書類」（法人名）  

⑦ 文字の大きさは明朝体11ポイントを基準としてください。なお、表題や強調のた

め、フォント等を変更することは可とします。  

⑧ 契約者同士で原本を保管する必要があるもの（賃貸借契約書等）は、写しの提出

で構いませんが、代表者名で次のような原本証明をしてください。 

 

     〈原本証明の例〉 

 

 

 

 

（６）その他 

① 応募に係る提出書類は、返却いたしません。 

② 応募書類の提出以降、事業者の都合による応募書類の変更は認められません。市

が必要と判断した場合には、追加提出書類を求めることがあります。 

③ 応募に要する一切の費用は、事業者の負担となります。 

④ 応募書類の著作権は、応募者に帰属します。ただし、市は、事業者の公表等必要

な場合には、応募書類等の内容を無償で使用できるものとします。 

⑤ 募集申請受付後の書類審査により、応募資格及び応募要件に該当しない事業者か

らの応募であることが判明した場合は、応募の申請を不受理としますので、応募

資格及び応募要件をよく御確認の上、申請してください。 

⑥ 建物を整備する者が、土地や建物のオーナー（オーナー創設型、オーナー改修型）で

この写しは原本と相違ないことを証明する。 

令和 年 月 日  

法人名 〇〇〇〇  

代表 〇〇〇〇 印 

 

mailto:koureifukushi@city.inagi.lg.jp
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ある場合は、オーナーについても財務状況、資金計画、法定相続人の同意状況（個人

の場合）を、事業の安定性・継続性等の観点から審査します。オーナー創設型、オー

ナー改修型については、事業者の方がオーナーに関する書類も取りまとめて提出して

ください。また、協議については、運営主体と市担当者で行います。必要に応じて設

計事業所等が同席して差し支えありませんが、設計事業所、コンサルティング会社、

ディベロッパー会社のみとの協議は行いません。 

⑦ 稲城市の補助制度は、国及び東京都の補助金を活用しております。国や東京都の

内示後に建設整備にとりかかっていただくため、十分なスケジュールを予定して

ください。現在の想定では令和８年６月頃に内示が出ることを見込んでいます。 

 

（７）受付スケジュール 

令和７年６月１６日（月）応募申込連絡票及び応募申請書類受付開始 

令和７年８月１５日（金）応募申込連絡票受付終了 

令和７年８月２９日（金）応募申請書類受付終了 

令和７年９月頃（予定）  選考（選定審査会におけるプレゼンテーション等） 

 

７ 選定方法 

 

（１） 書類審査及びプレゼンテーション 

選考は、応募者から提出された書類審査及びプレゼンテーションにより行います。 

 

（２） 事業者の選定 

事業者の選定は、選定委員会において審査した結果を踏まえ、市長が事業者を決定

します。 

選定結果は、応募した全ての事業者に文書により通知します。 

また、選定された事業者については、市ホームページで公表します。なお、選定結

果を報告する際など、応募事業者名を公表する場合があります。 

審査の結果、選定事業者なしとする場合もあります。 

 

８ 評価項目 

 

評価項目については、以下のとおりです。この評価項目に基づき、応募事業者を選定

いたします。 

 

※オーナー創設型・オーナー改修型の場合は、オーナーについても財務状況、資金計画、

法定相続人の同意状況（個人の場合）等を、事業の安定性・継続性等の観点から審査い

たします。 

 

【評価項目】 

（1） 法人運営の適格性、継続性 
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ア 法人の理念・姿勢  

法人の基本理念・経営理念の明文化とその内容事業参入の理由 など 

イ 法人運営の透明性・公平性、法令等の順守状況 

自己評価・外部評価や過去の実地指導について、利用料、ホテルコスト等の設定根

拠法令等の順守について など 

ウ 運営実績・経験  

事業を運営するに足りる実績・経験について、経験のある従業員の配置について 

など 

エ 運営の適正化・効率化への取組 

人員配置の適正性について、事業計画及び収支計画の適正性について など 

オ 職員の育成  

研修制度・人事制度の内容、職員の労働環境・雇用条件の配慮について など 

カ 法人運営の安定性・継続性 

資金力の有無、経営の安定性 など 

キ その他 

（2） 権利関係、設備基準 

ア 敷地概要  

土地権利状況用途地域、立地条件、既存の認知症高齢者グループホーム等との立地

バランス など 

イ 建物概要  

建物権利状況建物面積・構造 など 

ウ 施設管理の安全性への配慮 

日常的な点検体制について、危機管理体制、事故対応、衛生管理等について など 

エ その他 

（3） 事業運営の方針 

ア 利用者への対応  

日常生活上の支援、利用者等の人権、尊厳に対する考え・取組 など 

イ 地域、関係機関等との連携 

 地域との交流・連携、家族との連携、医療機関や他施設との連携、行政との連携  

など 

ウ 事業提案や企画力 

 事業に対する独自性、創造力、事業遂行力 など 

エ 市内事業者・市内雇用の促進 

市民雇用の促進、市内業者からの物品の調達 など 

オ その他 

 

【オーナーに対する審査項目】 

（1） 事業運営 

ア オーナーの事業所運営に対する理解 

事業参入の理由、事業運営に対する理解について など 
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イ オーナーの組織運営 

過去の法人の指導結果及び報告について、組織運営の適格性について など 

ウ その他  

（2）財務状況 

ア オーナーの資金面での安定性・継続性  

資金力の有無、経営の安定性 など 

イ その他  

（3） 契約関係 

ア 事業運営に対するオーナーの理解  

建物新貸借契約期間について、運営事業者に対する賃料の設定金額及び賃貸借契約

等について など 

イ その他 

  

９ 選定後の手続 

 

（１） 地域への説明 

選定された事業者は、地域住民への説明会を開催し、その概要を市に報告すること

とします。 

地域住民への説明は、市からの選定結果通知後に行ってください。また、建築確認

及び施工業者の入札の過程を経た後に、再度地域住民への説明を行い、事業所設置の

理解を得るようにしてください。 

 

（２） 事業者指定 

事業所の建設等が終了し、事業開始の準備が整った時点で、市に指定申請書を提出

していただきます。市が指定申請書の審査及び現地調査を行い、稲城市介護保険運営

協議会の審議後に、指定します。ただし、指定申請書等の審査の結果、指定基準に満

たない場合には、指定しないことがあります。 

 

１０ 補助制度 

 

補助金活用には、応募申請とは別に補助金の協議等の手続が必要となり、関係書類

を別途提出していただきます。稲城市の補助制度は、国及び東京都の補助金を活用し

ており、補助金交付等にあたっては、別途、東京都等の補助要綱等に基づいて条件が

付されます。補助条件については、都ホームページ（東京都福祉保健局高齢社会対策

部施設支援課のページ）を御参照ください。 

また、市で選定されても、都で内示の承認がされない場合は、整備の対象となりま

せん。 

なお、補助基準額等は、国や東京都の制度改正等により、今後変更する場合があり

ます。 

  補助対象者でなくなったとき、補助事業を完成する見込みがないと認められるとき、
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補助条件に違反したとき、補助事業の施行が不正又は不適当と認められるとき、偽り

その他不正な手段により補助金の交付をうけたときは補助金の交付の決定を取り消

し、又は既に補助金が交付されているときは全部もしくは一部の返還を命じることが

あります。 

 

１１ その他留意事項等 

 

① 書類の提出後、選定前までに応募を辞退する場合は、辞退理由を明記の上、   

法人名、代表者名の署名、法人代表者印の押印のある辞退届を提出してくださ

い。 

なお、運営事業者として選定された後に辞退することは、市の計画全体に大き

な支障を来すため、確実に事業を実施できる見込みをもって応募してください。 

② 応募書類の内容に重大な不備や虚偽の記載があったと認められた場合は、応募

を無効とします。 

③ 事業者選定の働きかけを行うなどの目的のために、応募者又はその関係者が直

接又は間接的に市職員、選考委員会の委員等の本件関係者に接触を図った場合

においても、応募を無効とします。 

④ 応募期間終了後において応募者が前記の応募要件等を満たさなくなった場合は、

応募を無効とします。 

⑤ 選定後において開設許可が得られない場合や応募内容に重要な変更が生じた場

合は、選定を取り消す場合があります。 

⑥ 応募者が建設用地の土地利用制限などについて関係部署・機関等と協議を行っ

ていないと確認された場合には、失格とすることがあります。 

⑦ その他、本募集要項に定めのない事項は市長が定めるものとします。 

 

１２ 問合せ先 

 

稲城市役所 福祉部 高齢福祉課 高齢福祉係 荒井 

〒２０６－８６０１ 稲城市東長沼２１１１ 

稲城市役所２階  

開庁日時 月曜日～金曜日（祝日・休日を除く） 

午前８時３０分から午後５時まで 

電話 ０４２－３７８－２１１１（内線２２２） 

ＦＡＸ ０４２－３７８－５６７７ 

Ｅメール koureifukushi@city.inagi.lg.jp 

 

 


